
 
 
 
 

下水処理方法決定までのフロー 

平成１５年下水道法施行令改正による 

認可 

選定 

認可 

評価の実施 

・ 評価を行って計画放流水質の区分を決定する 

・ 評価方法は運用通知と企画専門官事務連絡に規定された区

分（評価１～評価５）による 

・ 実績のない処理方法の評価は評価５による 

○下水道事業団が開発した処理方法 

→下水道事業団の技術評価委員会が実施 

○上記以外の場合 

→下水道新技術推進機構の技術委員会が実施 

政令等により位置づけられた処理方法 

計画放流水質の区分と対応

関係が不明であり事業計画

への位置づけが困難 

計画放流水水質を１４通り

に区分し、これに対応した

処理方法を政令等に位置づ

け 

計画放流水質に適合する数

値とし、自ら定めた基準を

自ら守る 

その他の処理方法 

下水道管理者が下水の放流

先の状況等を勘案し、必要

とされる放流水質のレベル

を自ら定める 

計画放流水質 
処理方法 

（処理施設の構造）

放流水質基準 

（＝計画放流水質）

下水道法施行令 

標準活性汚泥法、循環式硝

化脱窒法等、１４区分に対

応した処理方法を規定 

運用通知 

標準活性汚泥法と同等な

処理方法としてオキシデー

ションディッチ法等、循環

式硝化脱窒法と同等な処理

方法としてステップ流入式

多段硝化脱窒法等を位置づ

け 

・ 実績はあるが、施行令等

に示された処理方法以

外の処理方法 

・ 実績のない、今後開発さ

れる処理方法 

参考資料



一般評価の詳細 

調査実施期間 連続する１年間以上 

調査実施場所 ３箇所以上の実施設 

流入水量条件 対象とする全ての施設についての設計値の１／２以上 

流入水質条件 当該箇所の水質 

測定頻度 日間平均：月２回以上 

流入水質 

測定方法 測定項目 

水温、ｐＨ、ＢＯＤ、ＳＳ 

必要に応じてＴ－Ｎ、Ｔ－Ｐ 

国の評価委員会が要求する項目 

測定頻度 日間平均：月２回以上 日間変動：３ヶ月に１回以上 

放流水質 

測定方法 測定項目 

水温、ｐＨ、ＢＯＤ、ＳＳ 

Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐを評価する場合は、Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐ 

国の評価委員会が要求する項目 

評価方法 
対象とする全ての施設について、測定した放流水質の日間平均値が設定しようとする計画

放流水質の区分の範囲を超えないこと、かつ、国の評価委員会の評価を受けること 

※一般評価の方法の詳細については国の評価委員会の議論を踏まえ定める 

・ 国土交通省が設ける水処理技術委員会において行う 

・ 計画放流水質区分への対応を明確にする 

・ 技術の特徴、採用にあたっての留意事項を明らかにする

政令もしくは通知の改正によ

り、全国に適用可能な一般的

な処理方法として位置づける 

既存施設 

供用開始後 

３年以内に 

事後評価を実施 

評価の分類と一般評価への流れ 

一般化 

評価１ 

新規施設 

評価２ 評価３ 評価４ 評価５ 

「ＢＯＤ：１０を

超え 15 以下」 

の区分と 

する場合 

「ＢＯＤ：１０を

超え１５以下」 

以外の区分と 

する場合 

「ＢＯＤ：１０を

超え１５以下」 

の区分と 

する場合 

「ＢＯＤ：１０を

超え１５以下」 

以外の区分と 

する場合 

実績はあるが、施行令等に示された処理方法以外の処理方法 

（又は施行令等に示された処理方法を別の区分の処理方法として採用する場合） 

実績がない 

処理方法 

 

全ての 

区分の場合 

外部評価委員会の

評価 

  

下水道管理者自らが評価 

認可 

一般評価（実施設３箇所以上） 

政令または通知に 

位置づけようとする場合 

認可 



 


